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第１章 計画改定の趣旨等 

１.計画改定の趣旨 

下水道は、市民の公衆衛生の向上及び地域の健全な発達に寄与し、公共用水域の水

質の保全に資するために欠かすことのできない公共性、公益性の高い重要な社会基盤

施設です。  

一方で、地方公営企業は、関連法で、使用料収入をもって経営を行う独立採算制を基

本原則としながら、将来にわたり、その本来の目的である公共の福祉の増進を図るよう

運営することが求められています。 

下水道事業の経営環境は、人口減少等の社会構造の変化や節水機器の普及に伴うサ

ービス需要の減少、保有する施設の老朽化に伴う更新需要の増加など、年々厳しさを増

しています。 

将来にわたって、安定的に下水道事業を継続していくためには、自らの経営等につい

て的確な現状把握を行った上で、事業の効率化、経営の健全化を推進することが必要で

す。 

本市下水道事業では、総務省の要請により平成２９年３月に農業集落排水事業の経営

戦略を、令和３年３月に公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の経営戦略

を策定しました。 

農業集落排水事業の経営戦略については、前回策定から８年が経過し、見直し時期を

迎えていることに加え、令和６年４月から農業集落排水事業が地方公営企業法を適用し

て公営企業会計に移行したことにより、下水道事業会計に会計統合されたため、非現金

収支取引の影響を考慮した投資・財政計画への更新が必要となりました。 

これらのことから、将来の使用料改定も見据え、現状把握、分析、将来予測等を行い、

健全で安定した経営を維持するための経営基盤の強化及び財政マネジメントの向上を

図るため、「下水道事業経営戦略」として「経営戦略」を一本化し、「経営戦略策定・改定ガ

イドライン（平成３１年３月策定）」、「経営戦略策定・改定マニュアル（令和４年１月改定）」、

各通知等を踏まえた内容となるよう改定を行うものです。 
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２.経営戦略の位置づけ 

 本経営戦略は、将来にわたって安定的に事業を継続していくための経営指針であると

ともに、「「経営戦略」の策定・改定の更なる推進について」（平成３１年３月２９日付け総

務省自治財政局公営企業課長・公営企業経営室長・準公営企業室長通知）及び「「経営戦

略」の改定推進について」（令和４年１月２５日付け総務省自治財政局公営企業課長・公営

企業経営室長・準公営企業室長通知）による「経営戦略」として位置付けるものです。 

 また、市の地域づくりの最上位計画である「第２次伊予市総合計画後期基本計画」と整

合を図りながら、本市下水道事業の中長期的な経営の基本計画として策定します。 

 

３.計画期間 

 経営戦略の計画期間は、令和７年度から令和１６年度までの１０年間とします。 

 

４.本経営戦略の対象 

本市で実施している下水道事業（「公共下水道事業」、「特定環境保全公共下水道事

業」、「農業集落排水事業」）を対象とします。 

なお、前回の経営戦略は「公共下水道事業」、「特定環境保全公共下水道事業」を下水

道事業として策定していましたが、先述した通り「農業集落排水事業」が会計統合された

ことにより、本経営戦略においては一本化して改定することとします。 
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第２章 事業概要 

１.事業の現況 

 本経営戦略の対象となる施設の概況について整理し、サービス供給体制の現状を把握

します。 

（１）施設 

本市の公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の汚

水処理の現況は下表のとおりです。 

 ①公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

伊予処理区   平成７年（30 年） 

中山処理区   平成１１年（26 年） 

法適用・法非適用の区分 一部適用 

処理区域内人口密度 
公共下水道事業 

特定環境保全公共下水道事業 

46.2（人／ha） 

１５.３（人／ha） 

流域下水道等への接続の有無 無 

処理区数 ２箇所（伊予処理区、中山処理区） 

処理場数 ２箇所（伊予市下水浄化センター、中山町浄化センター） 

広域化・共同化・最適化 

実施状況 

 「愛媛県汚水処理事業広域化・共同化計画」（令和５年３

月）において、近隣自治体との汚泥処理の共同化について

引き続き検討を行うこととしています。 

②農業集落排水事業 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

大平処理区    平成１０年（２７年） 

佐礼谷処理区   平成１２年（２５年） 

犬寄処理区    平成１０年（２７年） 

源氏処理区    平成６年（３１年） 

法適用・法非適用の区分 一部適用 

処理区域内人口密度 １７.５（人／ha） 

流域下水道等への接続の有無 無 

処理区数 
４箇所 

（大平処理区・佐礼谷処理区・犬寄処理区・源氏処理区） 

処理場及び排水施設数 
４箇所 

（大平処理場・佐礼谷処理場・犬寄処理場・源氏簡易排水施設） 

広域化・共同化・最適化 

実施状況 

「愛媛県汚水処理事業広域化・共同化計画」（令和５年３

月）のロードマップで、大平地区農業集落排水処理施設を

伊予市下水浄化センターに統合する施設統廃合計画の検

討を行うこととしています。 
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（２）使用料 

 本市の公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の使用

料の現況は下表のとおりです。 

 表中の金額は１か月あたり、税抜きの金額となっています。 

①公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業（大平・唐川処理区域） 

区分 基本水量 基本料金 超過料金（排除汚水量１立方メートルにつき） 

一般汚水 

５㎥まで 1,000 円 
  

５㎥を超え１０㎥まで 1,150 円 １０㎥を超え２０㎥まで 150 円 

２０㎥を超え３０㎥まで 180 円 

３０㎥を超え５０㎥まで 195 円 

５０㎥を超え１００㎥まで 205 円 

１００㎥を超え２００㎡まで 215 円 

２００㎡を超えるもの 218 円 

湯屋汚水 排除汚水量１㎥につき 30 円 

 

②農業集落排水事業（犬寄処理区域、源氏処理区域及び佐礼谷処理区域） 

一般家庭 

基本料金 

（１世帯当たり） 

人数割 

（１人当たり） 

2,400 円 350 円 

一般家庭外 

基本料金 

（一家屋当たり） 

人数割 

（延べ面積㎡） 

2,400 円 建築用途別処理対象人員算定基準表による 

公共施設等 

区分 
排除した汚水の量 

（１か月につき） 
料金 

基本水量 

（基本料金） 
１０㎥まで 1,100 円 

超過水量 

（超過料金） 

１０㎥を超え２０㎥まで １㎥当たり 110 円 

２０㎥を超え３０㎥まで １㎥当たり 140 円 

３０㎥を超え５０㎥まで １㎥当たり 160 円 

５０㎥を超えるもの １㎥当たり 170 円 
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一般家庭における２０㎥あたりの使用料は以下のとおりです。 

 

 公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業・農業集落排水

事業（大平・唐川処理区域） 

条例上の使用料 

（２０㎥あたり） 

令和３年度 ２，９１０円 

令和４年度 ２，９１０円 

令和５年度 ２，９１０円 

 

本市では、平成３１年３月使用分から下水道使用料を改定しています。引き上げ額は

以下の表の通りです。 

 

区分 使用料区分 改定前使用料 改定後使用料 引上額 

一般汚水 

基本料金 
５㎥まで 850 円 1,000 円 １５０円 

１０㎥まで 1,000 円 1,150 円 １５０円 

超過料金 

（１㎥当たり） 

１０㎥を超え２０㎥まで 134 円 150 円 16 円 

２０㎥を超え３０㎥まで 154 円 180 円 26 円 

３０㎥を超え５０㎥まで 179 円 195 円 16 円 

５０㎥を超え１００㎥まで 194 円 205 円 11 円 

１００㎥を超え２００㎡まで 205 円 215 円 10 円 

２００㎡を超えるもの 208 円 218 円 10 円 
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③使用料水準 

令和５年度の地方公営企業決算状況調査をもとに、愛媛県内における公共下水道事

業の一般家庭用 20 ㎥/月あたりの下水道使用料を比較すると、本市の使用料水準は２，

９１０円（税込）となっており、愛媛県平均の２，８９５円とほぼ同じ使用料となっています。 
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（３）組織 

本事業に係る職員数は７名となっています。 

事業運営組織は令和４年度から水道部局との統合により、上下水道課となっています。 

※職員数は令和５年度公営企業決算状況調査で記載した職員数としています。 

 

 
 

 

２.民間活力の活用等 

①民間活用の状況 

本市では、民間事業者の技術力や創意工夫を最大限に発揮し、施設の効率的な運用

を目的とした「包括的民間委託」を導入しています。 

これまで、個別に委託していた施設の運転管理業務や、ユーティリティ管理、法定点

検、修繕等を一括して委託することで、業務の効率化を図っています。 

 

 ②資産活用の状況 

資産活用の状況では余剰地を民間に貸付しており、それによる使用料を得ています。 
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３.現在の経営状況、現状分析 

 （１）経営戦略の検証・分析 

 

令和２年度～令和５年度の合算値による比較 

①公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業 

 

令和２年度から令和５年度までの計画値と決算値の比較を行っています。 

収益的収入については、料金収入が計画よりも４年間で１００，９２０千円（年平均２５，

２３０千円）計画値を上回りました。これは過去の経営戦略策定時の処理区域内人口見

通しよりも実際の減少率が低かったことによります。最終的な収益的収入の計は計画値

に比べて 112,165 千円（年平均 28,041 千円）増加する結果となりました。 

一方、収益的支出は、営業費用が計画よりも減少したため、計画値よりも 27,250 千

円（年平均 6,813 千円）減少することとなりました。 

これらの結果、当年度純利益は、４年間総額で１４０，３０８千円（年平均３５，０７７千円）

計画値を上回りました。 

資本的収支については、４年間の計画値と決算値の差額が大きくないため、おおむね

計画通りに進んだと考えられます。 

以上のことから、計画の範囲において一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない部

分があったものの、使用料収入のもと、安定的な経営を維持していると考えられます。 

 

（単位：千円）
R２～5年度 R２～5年度 R２～5年度 年平均 年平均

区　　　　　　分 （ 計 画 ） （ 決 算 ） （ 差 額 ） （ 決 算 ） （ 差 額 ）
１．営業収益 1,201,902 1,274,940 73,038 318,735 18,260
　(1)料金収入 844,174 945,094 100,920 236,274 25,230
　(2)その他 357,728 329,846 △ 27,882 82,461 △ 6,970
２．営業外収益 1,982,676 2,021,803 39,127 505,451 9,781
　(1)補助金 1,041,622 1,084,405 42,783 271,101 10,696
　(2)長期前受金戻入 936,203 932,053 △ 4,150 233,013 △ 1,038
　(3)その他 4,851 5,345 494 1,337 123

収入計 (A) 3,184,578 3,296,743 112,165 824,186 28,041
１．営業費用 2,780,039 2,748,540 △ 31,499 687,135 △ 7,875
　(1)職員給与費 192,616 163,473 △ 29,143 40,868 △ 7,286
　(2)経費 778,209 787,596 9,387 196,899 2,347
　(3)減価償却費 1,809,214 1,797,471 △ 11,743 449,368 △ 2,936
２．営業外費用 313,023 317,272 4,249 79,318 1,062
　(1)支払利息 313,023 311,140 △ 1,883 77,785 △ 471
　(2)その他 0 6,132 6,132 1,533 1,533

支出計 (B) 3,093,062 3,065,812 △ 27,250 766,453 △ 6,813
　　経常損益 (A)-(B) (C) 91,516 230,931 139,415 57,733 34,854

特別利益 (D) 0 0 0 0 0
特別損失 (E) 16,072 15,179 △ 893 3,795 △ 223
特別損益 (D)-（E) (F) △ 16,072 △ 15,179 893 △ 3,795 223
当年度純利益（又は純損失） (C)+(F) 75,444 215,752 140,308 53,938 35,077

R２～5年度 R２～5年度 R２～5年度 年平均 年平均
区　　　　　分 （ 計 画 ） （ 決 算 ） （ 差 額 ） （ 決 算 ） （ 差 額 ）
１．企業債 221,564 213,800 △ 7,764 53,450 △ 1,941
２．他会計出資金・補助金 1,217,763 1,220,539 2,776 305,135 694
３．国（都道府県）補助金 89,500 78,350 △ 11,150 19,588 △ 2,788
４．工事負担金 16,656 35,090 18,434 8,772 4,609
５．その他 0 0 0 0 0

計 (G) 1,545,483 1,547,779 2,296 386,945 574
１．建設改良費 274,988 239,643 △ 35,345 59,911 △ 8,836
２．企業債償還金 2,134,481 2,166,285 31,804 541,571 7,951

計 (H) 2,409,469 2,405,928 △ 3,541 601,482 △ 885

(I) 863,986 858,149 △ 5,837 214,537 △ 1,459
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (H)-(G)
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令和元年度～令和４年度の合算値による比較 

②農業集落排水事業 

 

 公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業に合わせるため、４年間を比較するこ

ととし、令和５年度が打ち切り決算であったため、令和元年度から令和４年度までの「投

資・財政計画」の計画値と決算値の比較を行っています。 

 収益的収入については、料金収入は計画よりも４年間で１２，６０９千円（年平均３，１５

２千円）計画値を上回りました。 

 一方、収益的支出の営業費用は、職員給与費等が計画よりも増加したため、４年間で４，

３３５千円（平均１，０８４千円）増となりました。 

 資本的収支は、地方債の償還以外は計画になかったが、おおむね計画通りの決算値と

なりました。 

  

（単位：千円）
年　　　　　　度 R元～４年度 R元～４年度 R元～４年度 年平均 年平均

区 分 （ 計 画 ） （ 決 算 ） （ 差 額 ） （ 決 算 ） （ 差 額 ）

1 (A) 228,719 244,089 15,370 61,022 3,843

（１） (B) 115,910 128,882 12,972 32,221 3,243

ア 115,910 128,519 12,609 32,130 3,152

イ (C)

ウ 363 363 91 91

（２） 112,809 115,207 2,398 28,801 600

ア 112,809 103,238 △ 9,571 25,809 △ 2,392

イ 11,969 11,969 2,992 2,992

２ (D) 228,719 244,089 15,370 61,022 3,843

（１） 196,537 200,872 4,335 50,218 1,084

ア 29,164 39,549 10,385 9,887 2,596

イ 167,373 161,323 △ 6,050 40,331 △ 1,512

（２） 32,182 43,217 11,035 10,804 2,759

ア 32,182 31,981 △ 201 7,995 △ 50

イ 11,236 11,236 2,809 2,809

３ (E)

1 (F) 156,319 161,874 5,555 40,469 1,389

（１）

（２） 156,319 161,074 4,755 40,269 1,189

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 800 800 200 200

２ (G) 156,319 161,874 5,555 40,469 1,389

（１） 5,555 5,555 1,389 1,389

（２） (H) 156,319 156,319 39,080

（３）

（４）

（５）

３ (I)

(J)

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)
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 （２）経営比較分析表による現状分析 

 総務省が公表している「経営比較分析表」に示されている主要な経営指標のうち、経営の健全性を

示す指標を用いて現状を分析していきます。 経営比較分析表とは、公営企業の経営の健全性を示

す主要な経営指標と、各指標についての分析で構成されるものです。  

 なお、今回の分析は令和４年度決算を使用しています。 

 

① 経常収支比率・収益的収支比率 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

経常収支比率（％） 
経常収益

経常費用
 ×１００  

収益的収支比率（％）  
総収益

総費用＋地方債償還金
 ×１００ 

【指標の意味】 

法適用企業に用いる経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等 

の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。 

法非適用企業に用いる収益的収支比率は、使用料収入や一般会計からの繰入金等の総収益で、総 

費用に地方債償還金を加えた費用をどの程度賄えているかを表す指標です。 

 

 法適用企業 法非適用企業 

 公共下水道 特定環境保全公共下水道 農業集落排水※ 

伊予市 107.77％ 106.01％ 63.51％ 

類似団体 106.08％ 106.44％ 公表なし 

全国平均 106.11％ 104.54％ 公表なし 

現状分析  公共下水道事業に関しては、高い水準であるが、経常収益の多くを一般会計からの補助金等で

占めており、効率性は十分ではないと言えます。また、農業集落排水事業については、令和３年

度の５９.７４％からは上昇していますが、総収益で総費用と地方債償還金を加えた費用を賄うこ

とできない状況が続いており、一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない状況です。 
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② 経費回収率 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

経費回収率（％） 
下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
 ×１００ 

下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
 ×１００ 

【指標の意味】 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使用料水準等

を評価することが可能です。 

 法適用企業 法非適用企業 

 公共下水道 特定環境保全公共下水道 農業集落排水 

伊予市 100.00％ 42.01％ 58.87％ 

類似団体 83.55％ 69.43％ 52.94％ 

全国平均 97.61％ 73.78％ 57.02％ 

現状分析  公共下水道事業に関しては、下水道使用料で汚水処理に係る費用を賄えている状況です。特

定環境保全公共下水道事業については、類似団体平均に比べ２７.４２%低くなっています。農業

集落排水事業も類似団体平均に比べ５.９３%低くなっています。今後は人口減少に加え、節水型

の社会構造による使用水量の減少が考えられるため、安定的な使用料確保について、検討して

いく必要があります。 

 

③ 汚水処理原価 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

汚水処理原価（円） 
汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
  

汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
  

【指標の意味】 

有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた

汚水処理に係るコストを表した指標である。 

 法適用企業 法非適用企業 

 公共下水道 特定環境保全公共下水道 農業集落排水 

伊予市 １５２.６６円 ３８４.１９円 ３１４.３０円 

類似団体 １８５.９８円 ２３９.４６円 ３０３.２８円 

全国平均 １３８.２９円 ２２０.６２円 ２７３.６８円 

現状分析  公共下水道事業に関しては、類似団体よりも低い金額となっています。特定環境保全公共下水

道事業については、令和３年度の３８４.５１円と比較してほぼ同水準ですが、類似団体平均に比

べると高い水準となっています。農業集落排水事業は令和 4 年度の２８８.０２円と比較して２６.

２８円増となっていいます。これは年間有収水量の減少が主な要因と考えられます。今後も更な

る維持管理費の削減等について検討が必要になります。 
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第３章 将来の事業環境等 

１.人口の予測 

令和６年３月に策定した「伊予市一般廃棄物処理基本計画」の中で令和 4 年度から令

和１５年度までの人口見通し及び処理形態別人口の見通しを作成しています。令和 5 年

度数値を実績値に置き換え、基本計画における減少率をもとに人口推計等を行います。 

令和５年度の実績値が 35,409 人に対して、令和１６年度には３０，３９７人になると

され、約５，０００人の減少が見込まれています。 

また、水洗化人口の予測については、令和５年度が１９，９０８人から令和１６年度には

１８，３１５人になると推測されており、約１，６００人減少すると予測されます。 
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２.有収水量の予測 

有収水量は、近年減少傾向となっています。今後も、人口減少の影響に加え、節水機

器の普及やライフスタイルの変化等による生活用水の減少により、さらに有収水量は落

ち込むことが予測され、令和５年度の１，７２３千㎥に対して令和１６年度には、１，５８４

千㎥程度まで減少する見込みです。 
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1,000
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３.使用料収入の見通し 

前項で算出した有収水量に、実績から算出した使用料単価を乗じることで使用料収入

の推計を行っています。 

予測した使用料収入は、令和７年度では下水道事業全体で約２.６億円となり、令和１６

年度時点では人口減少に伴って約２.４億円まで減少する見通しとなっています。 

 純利益については、今後１０年間は黒字で推移する予測になっていますが、令和７年度

は約７千万円に対し、令和１６年度では約 2 千万円まで減少する見込みとなっています。 
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４.施設の見通し 

公共下水道事業は供用開始が平成７年で３０年経過、農業集落排水事業は一番早い

供用開始が平成６年で３１年経過となっています。 

伊予市下水浄化センターにおいては、平成７年の供用開始から３０年、中山町浄化セ

ンターにおいては、平成１１年の供用開始から２６年が経過していますが、大規模改修に

ならないよう機械・電気設備の更新及び修繕を実施し運用している状況です。 

また、ストックマネジメント計画により、施設更新等の事業についてスケジュールを作

成しており、現状はその予定に沿って工事を進め、投資の平準化及びコスト縮減を図っ

ていきます。 

下水道管渠についても、ストックマネジメント計画に沿って修繕・更新を進めていきま

す。 

 

５.組織の見通し 

現在の人員構成が本市の下水道事業を運営していく上での適正ラインと考えていま

すが、包括業務委託などにより、民間活力を活用した効率的な運営を進めていく中で、

より適切な職員数の確保に努めていきます。 

また、地方公営企業法の適用によって始まった公営企業会計制度や老朽化する施設

の更新へ対応できる専門的な知識や経験の維持・継承についても経営に支障をきたす

ことのないよう継続的に検討します。 

 

  



17 
 

第４章 経営の基本方針 

第２次伊予市総合計画後期基本計画では、「まち・ひと ともに育ち輝く伊予市」を基

本的な考え方として定め、「３万人が住み続けたくなる環境をつくります」を未来戦略の

一つとしており、下水道事業は、総合計画の施策の基本目標の１つである「快適空間都

市の創造」に位置付けられています。 

一方で、前回策定の経営戦略の中でも記載しているように、今後、少子高齢化の進行

に伴う人口減少などにより使用料の減収が想定される中、施設・設備の老朽化による修

繕費用等の増加が見込まれ、下水道事業を取り巻く経営環境は大変厳しくなることが予

想されます。 

本経営戦略では、総合計画における未来戦略や基本目標及び前回の経営戦略の内容

を踏まえ、基本理念を「未来へつなぐ安心で快適な暮らしを支える下水道」と定めました。 

この基本理念のもと、事業環境の見通しを踏まえて、「下水道施設の適正な管理・更

新」、「浸水防除対策の促進」、「安定した経営基盤の確立」の 3 つを基本方針として定め

ました。 
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基本理念

下水道施設の適正な
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基本方針①

浸水防除対策の促進

基本方針②

安定した経営基盤の

確立

基本方針③
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基本方針① 下水道施設の適正な管理・更新 

施設の保守・点検等を計画的に行い、適正な維持管理に努めます。 

また、ストックマネジメント計画に基づき、投資の平準化及びコスト縮減を合理的に

進めます。 

 

 

 

 

基本方針② 浸水防除対策の促進 

「雨水公費・汚水私費」の原則により、一般会計からの負担金を財源とし、ストックマ

ネジメント計画に基づき、雨水ポンプ場の設備更新を計画的に行い、浸水防除に努め

ます。 

「伊予市下水道事業業務継続計画」に基づき、被災時においても事業を継続して行

えるように、必要な手順及び手法を定めています。 

 

 

 

基本方針③ 安定した経営基盤の確立 

公共用水域の水質保全を図り、公衆衛生の向上に資するため、下水道未接続者に対

する普及啓発活動を継続していきます。 

今後の使用料収入の推移を踏まえて定期的に使用料算定を行い、適正な水準を検

証し、適切な時期での使用料改定について検討していきます。 

また、事業の見直し、民間活力による経費削減に努めながら、国県補助金や繰入金

など財源確保を図るなど、経営の健全化、効率化を進め、安定した事業運営に取り組

みます。 
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第５章 投資・財政計画 

１.投資・財政計画 

①収益的収支 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 324,684 382,923 362,574 340,442 338,722 336,976

(1) 240,025 267,025 260,386 257,921 256,201 254,455

(2) (B)

(3) 84,659 115,898 102,188 82,521 82,521 82,521

２． 469,964 575,507 552,746 552,649 556,375 555,801

(1) 241,558 313,372 290,302 289,444 291,526 291,399

237,628 309,572 282,802 284,367 286,449 286,322

3,930 3,800 7,500 5,077 5,077 5,077

(2) 227,126 261,072 261,578 262,240 263,884 263,437

(3) 1,280 1,063 866 965 965 965

(C) 794,648 958,430 915,320 893,091 895,097 892,777

１． 683,950 842,732 792,717 795,161 800,985 802,014

(1) 43,570 56,190 59,026 57,608 57,608 57,608

22,965 27,234 28,009 27,621 27,621 27,621

20,605 28,956 31,017 29,987 29,987 29,987

(2) 201,353 296,819 242,959 244,594 246,692 248,295

29,785 38,320 38,431 38,691 39,024 39,278

7,314 20,746 14,071 14,166 14,288 14,381

164,254 237,753 190,457 191,737 193,380 194,636

(3) 439,027 489,723 490,732 492,959 496,685 496,111

２． 59,588 59,699 54,136 50,727 48,829 46,039

(1) 58,898 54,699 48,584 45,175 43,277 40,487

(2) 690 5,000 5,552 5,552 5,552 5,552

(D) 743,538 902,431 846,853 845,888 849,814 848,053

(E) 51,110 55,999 68,467 47,203 45,283 44,724

(F)

(G) 96 345

(H) △ 96 △ 345

51,014 55,654 68,467 47,203 45,283 44,724

(I) - - - - - -

(J) 374,367 349,506 424,821 537,097 656,464 789,137

46,078 55,347 55,347 55,347 15,347 15,347

(K) 553,111 525,562 465,404 373,258 354,041 323,565

454,311 452,588 392,430 300,284 281,067 250,591

76,263 50,437 50,437 50,437 50,437 50,437

( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - -

(M) 324,684 382,923 362,574 340,442 338,722 336,976

- - - - - -

(N) - - - - - -

(O) - - - - - -

(P) 324,684 382,923 362,574 340,442 338,722 336,976

- - - - - -

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率 (（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

- - - - - -

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 出 計

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出



20 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 335,190 333,147 331,411 330,219 328,280 326,565

(1) 252,669 250,937 249,284 247,538 245,819 244,111

(2) (B)

(3) 82,521 82,210 82,127 82,681 82,461 82,454

２． 567,215 578,406 583,535 592,119 588,139 573,246

(1) 297,207 303,099 306,084 310,937 309,091 302,257

292,130 298,022 301,007 305,860 304,014 297,180

5,077 5,077 5,077 5,077 5,077 5,077

(2) 269,043 274,342 276,486 280,217 278,083 270,024

(3) 965 965 965 965 965 965

(C) 902,405 911,553 914,946 922,338 916,419 899,811

１． 815,059 830,020 836,770 846,364 843,562 830,498

(1) 57,608 57,608 57,608 57,608 57,608 57,608

27,621 27,621 27,621 27,621 27,621 27,621

29,987 29,987 29,987 29,987 29,987 29,987

(2) 249,926 253,696 255,317 256,327 257,505 259,334

39,537 40,140 40,288 40,530 40,726 41,014

14,476 14,695 14,750 14,833 14,910 15,016

195,913 198,861 200,279 200,964 201,869 203,304

(3) 507,525 518,716 523,845 532,429 528,449 513,556

２． 47,920 51,476 52,949 54,249 52,720 51,265

(1) 42,368 45,396 46,379 48,528 46,977 45,501

(2) 5,552 6,080 6,570 5,721 5,743 5,764

(D) 862,979 881,496 889,719 900,613 896,282 881,763

(E) 39,426 30,057 25,227 21,725 20,137 18,048

(F)

(G)

(H)

39,426 30,057 25,227 21,725 20,137 18,048

(I) - - - - - -

(J) 936,040 1,099,718 1,275,067 1,464,027 1,659,798 1,846,638

55,347 55,347 55,347 15,347 15,347 15,347

(K) 304,281 279,634 259,838 239,697 220,090 224,813

231,307 206,660 186,864 166,723 147,116 151,839

50,437 50,437 50,437 50,437 50,437 50,437

( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - -

(M) 335,190 333,147 331,411 330,219 328,280 326,565

- - - - - -

(N) - - - - - -

(O) - - - - - -

(P) 335,190 333,147 331,411 330,219 328,280 326,565

- - - - - -

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率 (（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

経 常 損 益 (C)-(D)

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

う ち 建 設 改 良 費 分

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

- - - - - -

令和１６年度令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度
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②資本的収支 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）
年　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 62,900 143,500 162,000 130,000 67,900 312,700

２． 271,893 256,311 256,311 196,127 183,576 163,671

３．

４．

５．

６． 41,205 113,600 127,500 105,600 47,100 291,900

７．

８． 9,897 9,510 8,870 8,930 9,006 9,065

９．

(A) 385,895 522,921 554,681 440,657 307,582 777,336

(B)

(C) 385,895 522,921 554,681 440,657 307,582 777,336

１． 100,309 255,000 280,000 231,200 114,100 603,700

２． 496,092 494,211 428,520 327,900 306,916 273,637

３．

４．

５．

(D) 596,401 749,211 708,520 559,100 421,016 877,337

(E) 210,506 226,290 153,839 118,443 113,434 100,001

１． 206,698 226,290 153,839 118,443 113,434 100,001

２．

３．

４． 3,808

(F) 210,506 226,290 153,839 118,443 113,434 100,001

(G)

(H) 3,400,709 3,297,886 3,031,366 2,833,466 2,594,450 2,633,513

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

321,578 425,460 384,980 366,878 368,960 368,833

262,246 360,790 313,945 299,183 300,881 300,778

59,332 64,670 71,035 67,695 68,079 68,055

271,893 256,311 256,311 196,127 183,576 163,671

221,729 217,352 217,380 166,337 155,692 138,811

50,164 38,959 38,931 29,790 27,884 24,860

593,471 681,771 641,291 563,005 552,536 532,504

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和９年度 令和１０年度令和７年度 令和８年度

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金
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（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 370,900 243,900 298,300 82,400 82,500 82,400

２． 151,076 134,978 122,048 108,893 96,087 99,172

３．

４．

５．

６． 350,200 223,400 277,900 62,000 62,000 62,000

７．

８． 9,125 9,392 9,591 9,511 9,464 9,539

９．

(A) 881,301 611,670 707,839 262,804 250,051 253,111

(B)

(C) 881,301 611,670 707,839 262,804 250,051 253,111

１． 720,300 466,700 575,800 144,000 144,000 144,000

２． 252,580 225,666 204,049 182,056 160,646 165,803

３．

４．

５．

(D) 972,880 692,366 779,849 326,056 304,646 309,803

(E) 91,579 80,696 72,010 63,252 54,595 56,692

１． 91,579 80,696 72,010 63,252 54,595 56,692

２．

３．

４．

(F) 91,579 80,696 72,010 63,252 54,595 56,692

(G)

(H) 2,751,833 2,770,067 2,864,318 2,764,662 2,686,516 2,603,113

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

374,641 380,222 383,124 388,531 386,465 379,624

305,514 310,065 312,432 316,841 315,156 309,577

69,127 70,157 70,692 71,690 71,309 70,047

151,076 134,978 122,048 108,893 96,087 99,172

128,129 114,476 103,510 92,353 81,492 84,109

22,947 20,502 18,538 16,540 14,595 15,063

525,717 515,200 505,172 497,424 482,552 478,796

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

令和１５年度 令和１６年度

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度令和１１年度 令和１２年度
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２.投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

①数値目標 

 

経営指標 
現状 目標 

令和 5 年度 令和 11 年度まで 令和 16 年度まで 

（１）経常収支比率 108.7% 100％以上を維持 100％以上を維持 

（２）経費回収率 88.5% 88.5％以上を維持 88.5％以上を維持 

（３）経費回収率（公共下水道

事業） 
101.8% 100％以上を維持 100％以上を維持 

※（１）・（２）については公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水

事業の合算となっています。 

 

（１）経常収支比率 

令和１１年度  100％以上を維持 

令和１６年度  100％以上を維持 

 

 経常収支比率については、令和２年度から令和５年度までの実績値で１００％以上を継

続しています。今後も１００％以上を維持するように取り組みます。 

 

（２）経費回収率・（３）経費回収率（公共下水道事業） 

令和１１年度 下水道事業全体      ８８.５％以上を維持 

公共下水道事業のみ   100％以上を維持 

令和１６年度 下水道事業全体      ８８.５％以上を維持 

公共下水道事業のみ   100％以上を維持 

 

 経費回収率については、公共下水道事業のみで計算すると令和５年度の実績値で１０

０％以上となっていますが、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業まで含め

た下水道事業全体では８８.5％となっています。 

 公共下水道事業は１００％以上を維持していくこと、下水道事業全体では、88.5％以

上を維持していくことを目標として定めます。 
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②収支計画のうち投資についての説明 

・建設改良費 

建設改良費については、ストックマネジメント計画に基づき主に次の事業に要する費

用を計上しています。 

○下水道ストックマネジメント支援事業による浄化センター、ポンプ場設備更新工事 

○地震対策によるポンプ場の耐震工事 

 なお、建設改良費の財源は、主に国庫補助金及び企業債を充当する予定です。 

 

③収支計画のうち財源についての説明 

・使用料収入 

 本市の人口、水洗化人口の予測を用いて、今後の有収水量を推計し、実績から算定し

た単価を乗じることで使用料収入の推計を行っています。 

 

・企業債 

建設改良費に係る企業債の発行額は、令和７年度から令和１６年度の期間中に年平均

１億８千万円を見込んでいます。 

 10 年計画の中で、償還以上に借入を行わないこととし、企業債残高が増加することが

ないように経営を行います。 

 なお、企業債の借り入れにあたっては、交付税措置が高い過疎対策事業債を活用する

など、有利な借り入れを検討します。 

 

・他会計繰入金 

 一般会計繰入金には、雨水処理に係る経費等、国が定める基準に基づく「基準内繰入

金」と、事業収入や基準内繰入金を充当してもなお不足が生じる場合に財源を補てんす

る「基準外繰入金」があります。 

 「基準外繰入金」については、独立採算の原則を踏まえ、抑制に努めるとともに、その

必要性を勘案したうえで計上することとします。 

 

④収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

・職員給与費 

 計画期間内での増員は見込めないことから、現在と同水準で推移すると見込んでいま

す。 

 

・経費 

動力費、修繕費、材料費等、各年度の取り組みに必要な費用については、物価高騰な

どを考慮し、増加すると見込んでいますが、更なる経費削減に取り組むこととしていま

す。 
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・減価償却費 

 既存の固定資産に係る減価償却費に加え、建設改良費により新規に取得する固定資産

の減価償却費を見込んでいます。 

 

・企業債元金償還金 

既存の借入分に係る元金償還金は償還表をもとに算定しています。それに加え、計画

期間中の新規借入分の元金償還金を一定の償還年数や利率により見込み、計上してい

ます。 
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３.投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

①今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に関す

る事項 

 「愛媛県汚水処理事業広域化・共同化計画」

（令和５年３月）において、近隣自治体との汚

泥処理の共同化について引き続き検討を行

うこととしています。 

投資の平準化に関する事項 
 ストックマネジメント計画に基づき設備等の

改修を行い、投資の平準化に努めます。 

民間の活力の活用に関する事

項（ＰＰＰ・ＰＦＩ など） 

 ウォーターPPP など、全国の先進事例を参

考とし、民間の活力活用のもたらす効果等を

勘案して検討します。 

 

②今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する事項 

 社会経済情勢の変化を適時適切に反映させ

つつ、本市における今後の使用料収入の状況

や、設備更新の需要等を踏まえた経営状況を

考慮し検討します。 

資産活用による収入増加の取

組について 

 新たな未利用地が発生した場合には、その

有効活用について検討します。 

 

③投資以外の経費についての検討状況等 

職員給与費に関する事項 

 現在の人員構成が本市下水道事業を運営し

ていくうえでの適正ラインと考えていますが、

包括業務委託などによる民間活力を活用した

効率的な運営を進めていく中で、より適切な

職員数の確保に努めます。 

動力費に関する事項 
 コスト比較等により状況を総合的に判断し、

経費削減に最適な方法を検討します。 
薬品費に関する事項 

修繕費に関する事項 

委託費に関する事項 

 現在実施している複数年契約による包括的

民間委託の契約について内容を見直し、更な

る経費削減に努め、委託料の適正化を図りま

す。 
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第６章 経費回収率の向上に向けた取り組み 

１.収入増加のための取り組み及び実施時期 

・使用料の適正化 

使用料改定については、社会経済情勢の変化を適時適切に反映させつつ、本市にお

ける今後の使用料収入の状況や設備更新の需要等を踏まえた経営状況を考慮した上で、

経営戦略の改定と合わせて検討します。 

また、毎年度の決算に基づく検証を行い、計画と大きく乖離した際は、随時、使用料改

定についての検討を行います。 

令和６年度に公営企業会計に精通した有識者から助言を受け、本経営戦略を改定す

る中で、下水道使用料改定の必要性について検証を行いました。今回の検証では、計画

期間内の経常収支が均衡する見込みであること、また公共下水道事業の経費回収率が１

００％を超えていることなど、「下水道における収支構造適正化に向けた取組の推進に

ついての留意事項」（令和２年７月２２日付国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水

道事業課企画専門官通知）にある社会資本整備総合交付金の重点配分基準をクリアし

ていることから、現行の使用料体系を維持しながらも、現時点において、独立採算が求

められる公営企業会計において、一般会計からの基準外繰入に依存せざるを得ない状

況にあることを踏まえ、その必要性について引き続き検証を進めていくこととしていま

す。 

 

2.支出削減のための取り組み及び実施時期 

・ウォーターPPP の検討 

 施設の維持管理に係る包括的民間委託を実施していますが、ウォーターPPP の導入

が可能であるか検討します。 

 

・広域化、共同化 

先程述べたように、すでに施設の維持管理に係る包括的民間委託を実施しています

が、近隣自治体との汚泥処理の共同化等、広域化の検討を進め更なるコスト削減・業務

効率化を目指します。  

 

項目 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

経費回収率の向上に向けた取り組み

収入：使用料改定の検討

経営戦略

計画実績の確認 毎年

経営戦略の改定

項目 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

経費回収率の向上に向けた取り組み

費用：ウォーターPPPの検討

費用：広域化
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第７章 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

１.事後検証 

経営戦略の計画期間において、PDCA サイクルに基づいた進捗管理を行い、決算数

値による計画対比の結果の確認、本計画にて明記した経営健全化への取組に対してど

の程度実施できているかの検証及び取り組み状況の評価を実施します。 

 

２.経営戦略の見直し 

本経営戦略の計画期間は、令和７年度を起点とする１０年間としていますが、本市にお

ける下水道事業を取り巻く環境の変化を的確に捉えるため、経営戦略の見直しについ

ては概ね５年後を目安に行います。  

ただし、進捗管理による検証の結果、計画と大幅な乖離がある、または事業環境に大

幅な変化が生じている場合は、目安の時期に限らず、本計画の見直しを検討することと

します。 

 

３.経費回収率の向上に向けたロードマップ 

「社会資本整備総合交付金等の交付にあたっての要件等の運用について」（令和２年３

月３１日付け国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課長通知）に基づき、

経費回収率の向上に向けたロードマップを以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

数値目標

経常収支比率 100％以上 100％以上

経費回収率 88.5％以上 88.5％以上

経費回収率（公共下水道事業のみ） 100％以上 100％以上

経費回収率の向上に向けた取り組み

収入：使用料改定の検討

費用：ウォーターPPPの検討

費用：広域化

経営戦略

計画実績の確認 毎年

経営戦略の改定
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収
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。
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縮
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築
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検
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。
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全
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共
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水
道

事
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中
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域

の
中

山
町
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事

業
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①

経
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収
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和
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度
は

1
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.
0
1
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で
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昨
年
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比
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0
.
7
7
ポ

イ
ン

ト
増
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な
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、
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団
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ぼ
同

水
準

と
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い
る

。
そ

の
数

値
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1
0
0
％

以
上

と
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っ
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こ
と

か
ら

単
年

度
収

支
が

黒
字

で
あ

る
こ

と
を

示
し

て
お

り
、

今
後
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安

定
経

営
に

努
め

て
い

き
た

い
。
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累
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欠

損
金
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3
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続
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0
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。
③
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動
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つ
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て
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類
似
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1
％
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め
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た
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経

営
改

善
が

求
め

ら
れ

る
結

果
と

な
っ
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。

④
企

業
債
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高

対
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業
規

模
比

率
に

つ
い

て
は

、
0
％

と
な

っ
て

い
る

。
事

業
整

備
が

す
で

に
終

了
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

起
債

残
高

は
年

々
減

少
し

て
い

る
。

今
後

は
、

施
設

等
の

修
繕

あ
る

い
は

更
新

に
向

け
て

資
金

の
確

保
が

必
要

で
あ

る
。
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収
率
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1
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円
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な
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水
準
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た

が
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類
似

団
体

平
均

に
比
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る

と
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水

準
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っ

て
い

る
。

今
後

は
更

な
る

維
持

管
理

費
の

削
減

等
を

行
う

必
要

が
あ

る
。

　
以

上
の

指
標

か
ら

、
本

市
の

経
営

状
況

に
つ

い
て

は
、

単
年

度
収

支
が

黒
字

で
あ

る
も

の
の

、
経

費
回

収
率

及
び

汚
水

処
理

原
価

の
指
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か

ら
、
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用

料
の

確
保

及
び

維
持

管
理

費
の

削
減

な
ど

さ
ら

な
る

経
営

改
善

が
求

め
ら

れ
、

今
後

の
施

設
等

の
修

繕
や

更
新

に
向

け
た

財
源

の
確

保
に

努
め

る
必

要
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あ
る

。
　

⑦
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設
利
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率
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い
て

は
、

令
和

4
年

度
4
5
.
8
6
％
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っ
て

お
り
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類

似
団

体
平

均
を

上
回

る
水

準
と

な
っ

た
。

⑧
水

洗
化

率
に

お
い

て
も

、
類

似
団

体
平

均
を

上
回

る
水

準
と

な
っ

て
い

る
が

、
未

接
続

者
に

接
続

を
促

す
な

ど
、

よ
り

一
層

の
水

洗
化

に
努

め
、

有
収

水
量

の
増

加
を

図
っ

て
い

き
た

い
。
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①

収
益

的
収

支
比

率
は

、
令

和
4
年

度
6
3
.
5
1
％

で
、

昨
年

度
に

比
べ

3
.
7
7
ポ

イ
ン

ト
増

と
な

っ
て

い
る

が
、

ほ
ぼ

同
水

準
で

推
移

し
て

い
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

総
収

益
で

総
費

用
と

地
方

債
償

還
金

を
加

え
た

費
用

を
賄

う
こ

と
で

き
な

い
状

況
が

続
い

て
お

り
、

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

に
頼

ら
ざ

る
を

得
な

い
状

況
で

あ
る

。
④

企
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債
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対

事
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規
模

比
率
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、
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と
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る

。
事
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整

備
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す
で

に
終

了
し
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い
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こ

と
か

ら
、
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債
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高

は
年

々
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し
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い

る
。

今
後

は
、

施
設

等
の

修
繕

あ
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い
は

更
新

に
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け
た

資
金

の
確

保
が

必
要

で
あ

る
。
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入
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本
市
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山
村

地
域

で
の

事
業

実
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の
た

め
、

人
口

減
少

等
の

影
響

を
受

け
て

い
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
⑥

汚
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処
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原
価
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い
て
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3
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度
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べ
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る

。
年

間
有

収
水

量
の

減
少

が
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な
要
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あ
る

。
以
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の

指
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か
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て
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少
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り
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る
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と

が
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指
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に
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し
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つ

影
響

を
与

え
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い
る

こ
と

が
分

か
る

。
今

後
は

、
使

用
料

の
改

定
を

計
画

的
に

行
う

な
ど

、
使

用
料

の
確

保
に

向
け

た
取

り
組

み
が

重
要

で
あ

る
。

ま
た

、
さ

ら
な

る
維

持
管

理
経

費
の

削
減

に
努

め
、

経
営

改
善

を
図

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

　
⑦

施
設

利
用

率
は

、
令

和
4
年

度
4
7
.
6
4
％

と
な

っ
て

お
り

、
類

似
団

体
平

均
を

少
し

下
回

る
水

準
と

な
っ

て
い

る
。

⑧
水

洗
化

率
は

、
類

似
団

体
平

均
を

上
回

る
水

準
と

な
っ

て
い

る
が

、
今

後
も

未
接

続
者

に
接

続
を

促
す

な
ど

よ
り

一
層

の
水

洗
化

に
努

め
て

い
き

た
い

。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
該

当
数
値
な
し

5.
53

92
.8

4
2,

91
0

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)

1,
97

5
1.

12
1,

76
3.

39
【

】
令

和
4
年

度
全

国
平

均

　
平

成
10

年
か

ら
の

供
用

開
始

事
業

で
あ

り
、

約
2
5
年

程
度

経
過

し
て

い
る

。
電

気
、

機
械

設
備

等
の

更
新

時
期

を
控

え
て

い
る

が
、

運
転

に
支

障
が

出
な

い
よ

う
に

日
常

の
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
を

実
施

し
て

い
る

。
　

管
渠

に
つ

い
て

は
老

朽
化

に
よ

る
不

具
合

等
は

ま
だ

な
い

が
、

今
後

も
維

持
管

理
業

者
と

協
力

し
、

不
具

合
等

の
早

期
発

見
・

迅
速

対
応

で
き

る
よ

う
努

め
る

必
要

が
あ

る
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

　
人

口
減

少
が

進
み

、
有

収
水

量
が

減
少

し
て

い
く

傾
向

に
あ

る
た

め
、

使
用

料
収

入
の

大
幅

な
増

加
は

見
込

め
な

い
状

況
で

あ
る

。
そ

の
た

め
、

使
用

料
の

改
定

を
計

画
的

に
行

う
と

と
も

に
、

維
持

管
理

経
費

等
の

見
直

し
も

含
め

て
、

経
営

改
善

に
取

り
組

む
必

要
が

あ
る

。
　

令
和

6年
度

か
ら

は
、

地
方

公
営

企
業

法
の

一
部

適
用

（
財

務
規

定
等

）
に

向
け

て
取

り
組

み
を

進
め

て
お

り
、

今
後

よ
り

適
正

な
資

産
管

理
や

健
全

な
事

業
運

営
が

求
め

ら
れ

る
た

め
、

中
長

期
的

な
視

点
に

基
づ

く
経

営
戦

略
を

強
化

し
、

財
政

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
向

上
に

取
り

組
ん

で
参

り
た

い
。

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て

い
ま

せ
ん

。
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